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説明の流れ

１．制度創設の背景と目的

２．活動支援団体の役割と定義

３．助成方針と助成対象となる事業

４．公募において重視するポイント

５．事業の評価

本説明資料のなかで、下線が引いてある資料は、
当該資料へのリンクを貼っていますので、リンク先の資料も
併せてご参照ください。

６．申請資格要件

７．助成対象となる経費

８．公募スケジュールと個別相談

９．選定基準
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１．活動支援団体の制度創設の背景と目的

資金支援の担い手（既存の資金分配団体を含む）の
育成や運営体制の強化により、

・多様な主体や地域、分野等での休眠預金等の活用が進むことで、
民間公益活動が活発化し、社会課題の解決が加速

・資金分配団体の所在空白地域の解消へ

民間公益活動を実施する担い手（既存の実行団体を含む）の
育成や運営体制の強化により、

・新たな担い手の発掘や育成によって休眠預金等活用事業採択後の速やかな
事業着手を可能とする

・社会課題解決の質の向上、組織基盤の強化、事業・組織の持続性の向上※公募要領において「民間公益活動の担い手」とは、既存の資金分配団体や実行団体をは
じめ、民間公益活動を実施する担い手やその活動を支援する担い手をいいます

公募要領 4ページ
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２．活動支援団体の役割と定義（1/2）

休眠預金等を原資とした助成金を活
用した活動支援プログラムを実施す
ることにより、
以下の、担い手の育成や運営体制の
強化を目指す

・資金支援の担い手
  （既存の資金分配団体を含む）

・民間公益活動を実施する担い手  
（既存の実行団体を含む）
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２．活動支援団体の役割と定義（2/2） 公募要領 5ページ

活動支援団体 ：活動支援団体は、支援対象団体に対して、当該団体が抱える事業実施や組織運営に
かかる課題の解決を目的に、専門的なアドバイスや支援を行う団体を指します。

支援対象団体 ：支援対象団体は、民間公益活動の担い手又は将来担い手になることを目指す団体等
（個人を含む）で、活動支援団体によるアドバイスや支援を受ける団体等を指します。

活動支援プログラム：支援対象団体が抱える課題解決を目的として、活動支援団体が支援対象団体を
対象に行う非資金的支援の対象や方法等をまとめたプログラムを指します。
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３．助成方針と助成対象となる事業（1/2）

① 活動支援プログラムの在り方
・対等なパートナーシップ
・支援対象団体が目指したい姿、実現したい事項の尊重
・活動支援団体が有する専門性
・支援対象団体に寄り添った支援

② 資金提供の種類
 ・JANPIAが行う資金提供は、活動支援団体に対する助成のみ
 ・支援対象団体への資金提供（助成）はできません

③ 選定方法、助成額等 
 ・JANPIAは、活動支援団体を公募により選定 

④ 助成期間
 ・活動支援プログラムの事業期間は、

 支援内容に応じて１～3年
 ・助成期間：最長 2029年3月まで

⑤ 助成金の支払い
 ・資金提供契約に基づく概算払い

2025年度における活動支援団体への助成総額は、申請状況に応じて5億円を目安として決定する

公募要領 7ページ
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３．助成方針と助成対象となる事業（2/2）

・2つの支援対象区分と4つの支援内容分野から、自らが提供する非資金的支援の内容を設定し、
活動支援プログラムを作成、提出。

・１つの活動支援プログラムにおける最大助成額の目安は3年間で5,000万円程度

公募要領 8ページ
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４．2025年度の公募において重視するポイント（1/3）
公募要領 11ページ

活動支援プログラム
の充実

資金支援の担い手
の育成

地域における担い手
の育成

活動支援プログラム
による

社会的インパクト

活動支援プログラム
の実効性 

活動支援にあたっての
意識とまなざし 
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４．2025年度の公募において重視するポイント（2/3）

制度創設3年目の公募にあたり、より多様な支援内容を提供する
プログラムを重視。
民間公益活動を実施する担い手（実行団体）の育成にあたっては、
当該団体の事業領域における専門性の向上や事業の持続可能性を
担保するための資金調達力の向上など、団体の抱える課題に沿っ
た4つの支援内容分野のいずれかに特化した活動支援も可能。

公募要領 11ページ

活動支援プログラム
の充実

資金支援の担い手
の育成

本制度の更なる活用に向けて、資金支援の担い手の育成・強化を
図るプログラムを重視。
資金支援の担い手（資金分配団体）としての総合力を高めるよう
な、4つの支援内容分野を俯瞰し包括的に支援するプログラムの
提案を期待します。包括的な支援を行うにあたっては、専門性を
有する団体同士でのコンソーシアム形式での申請も可能。
休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針（10ページ）「資金分配団体に期待される役割」参照。

https://www8.cao.go.jp/kyumin_yokin/shiryou/houshin/2023hhenkou.pdf
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（参考）2024年度活動支援団体

23

2024年度活動支援団体 採択事業一覧（助成予定総額 153,431,738円）※申請総額 27団体 1,347,765,014円

団体名 所在地 申請事業名 対象地域 事業概要 助成額（円） 

民間公益活動を実施する担い手の支援

特定非営利活動法人
青少年自立援助センター

<コンソーシアム申請>
公益財団法人
日本国際交流センター

東京都
外国ルーツ支援における地
域的・分野的ひろがり応援事
業

全国
（特に外国ルーツ支
援体制が乏しいエリ
アにおける活動を優
遇）

本事業では、「日本に暮らす海外ルーツの方々の受け入れ体制の地域間・
支援分野間の格差」の改善に向けて、特に海外ルーツ支援の十分でない地
域・分野で活動する団体を対象に組織運営・評価、専門性向上、情報発信等
を組み合わせた支援や、専門家との学び合いの機会等を提供する。これに
より団体の運営基盤を強化し、休眠預金等、一定の規模の助成金を獲得し
海外ルーツ支援を速やかに取り組める状態を目指す。

51,500,000

一般財団法人
ちくご川コミュニティ財団

福岡県

筑後川関係地域の子ども若
者支援の持続可能性向上プ
ログラム
－次世代に想いと活動をつ
なぐ組織基盤強化と環境整
備－

筑後川関係地域（福
岡県、佐賀県東部、
大分県日田市、熊本
県小国町・南小国
町・荒尾市）

本事業では、筑後川関係地域で子ども若者支援を行う市民社会組織
（CSO）が次世代の担い手を確保し、事業継承できる組織となるために、
事業の成長や財源確保に向けた支援を実施する。人材面では外部団体と
の連携により担い手と出会いを創出。事業面では、組織診断を実施した上、
個別に伴走支援計画を立案し支援を実施。事業終了後に組織・事業・財源
の持続可能性が向上することで、子ども若者に関する社会課題が解決され
やすい地域となることを目指す。

49,911,820

公益財団法人
長野県みらい基金

<コンソーシアム申請>
・特定非営利活動法人
長野県NPOセンター
・合同会社 コドソシ

長野県
信州 社会課題解決の担い手 
ステップアップ事業

長野県

本事業では、長野県内で組織運営上の課題を抱える団体に運営支援を行
うことで、質的・規模的に成長し、助成金を十分に活用できる状態になる
ことを目指す。団体自身が組織診断をもとに個別プログラム計画を作成し、
その計画に沿って専門家が支援する。支援内容は支援対象団体以外にも
公開することで県内全体の底上げも目指す。また、各団体を支援する伴走
支援者同士の学びあい・相談等の機会を持ち、伴走支援を実施できる人材
の育成を目指す。

52,019,918
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（参考）総合評価

23

総合評価（第３回）
・資金分配団体POの担い手育成に

 関する分析、示唆
・実行団体の助成終了後の状況に  

関する分析  

総合評価（第２回）
・対象事業の成果、課題に関する 
分析

・成果発揮を支えた要因に関する  
分析 等

https://www.janpia.or.jp/_assets/download/about/report/report-evaluation/sogohyoka_3rd.pdf
https://www.janpia.or.jp/_assets/download/about/report/report-evaluation/sogohyoka_2nd.pdf
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４．2025年度の公募において重視するポイント（3/3））

地域における社会課題解決を加速していく観点から、民間公益活動の担い手や支
援リソースが限られる地域において、民間公益活動を実施する担い手やその活動
を支援する人材の充実を図るプログラムを重視。

公募要領 11ページ

地域における担い手
の育成

活動支援にあたって
の意識とまなざし

活動支援プログラムに
よる社会的インパクト

活動支援プログラム
の実効性

育成・強化された支援対象団体が社会課題解決に取り組むことで得られる社会的
インパクトに加え、支援対象団体のみに留まらない社会への波及効果、得られた
知見・ノウハウを共有・活用する視点や取組が含まれているプログラムを重視。

支援対象団体の候補となる団体の状況を十分に把握し、その状況に応じた実効性
の高いプログラムを重視。

支援対象団体に対して説得性のある支援が行える力量（専門性・体制等）があり、
支援対象団体との信頼関係構築（対等な関係性・尊重し寄り添う意識等）の重要
性の認識を重視。
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５．事業の評価（1/3）

事業実施

事業実施

事前評価

中間評価

事後評価

契
約
期
間

終了

開始

１年目

２年目

３年目

活動支援プログラム
組成

進捗管理・報告

進捗管理・報告

報告    事業計画の改善

申請    事業計画の立案

進捗管理・報告

事業や成果の振り返り
活動支援プログラムの

有効性の検証

追跡評価

事前評価：
事業計画時に事業の必要性、妥当性を判断する評価

 申請時に評価計画及び、事前評価結果を提出

 行おうとする活動支援プログラムの必要性・妥当性を評価するこ
とが目的。課題・支援ニーズの妥当性、事業設計及び資金計画の
妥当性の検証

 事前評価報告として取りまとめるとともに、
事業計画書、資金計画書等に反映し、申請書類として提出

＜参考＞
・資金分配団体・活動支援団体・実行団体向けての評価指針

・活動支援団体に関する評価のガイドライン

公募要領 13ページ～

https://www.janpia.or.jp/dormant-deposits/ongoing/guideline/
https://www.janpia.or.jp/koubo_info/support/outline/download/support_hyouka_guideline.pdf
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５．事業の評価（2/3） 公募要領 13ページ～

・資金分配団体・活動支援団体・実行団体向けての評価指針

・活動支援団体に関する評価のガイドライン

https://www.janpia.or.jp/dormant-deposits/ongoing/guideline/
https://www.janpia.or.jp/koubo_info/support/outline/download/support_hyouka_guideline.pdf
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５．事業の評価（3/3） 公募要領 20ページ～
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６．申請資格要件

【申請資格要件】

 ① 支援対象団体に対して非資金的支援を提供する団体

 ② JANPIA が規定するガバナンス・コンプライアンス体制等を備え、
  公正かつ適確に業務を遂行できる団体

【注意事項】
公募要領14,15ページをご確認ください。

※JANPIA の役員及び審査委員が役員に就いている団体、
又は過去にこれらの者が役員に就いており
退任後６か月間を経過していない団体

公募要領 14ページ～
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７．助成対象となる経費

①助成金の構成

②助成額
直接事業費と管理的経費に分類

③評価関連経費
活動支援団体が自己評価を実施するために必要な外部支援等を受けるための費用

 

助成額の積算について

 積算の手引きを必ず確認のうえ、資金計画を作成してください。

 対象となる経費は、活動支援プログラムの実施に必要な経費のみ

公募要領 16ページ

https://www.kyuplat.com/wp-content/uploads/2025/06/2025-support_sekisan_tebiki.pdf?v=1750988934
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（参考）資金計画書等の作成

事業計画書と資金計画書を照らし合わせて拝見しますので、事業計
画におけるどの活動に使う予算なのかが分かるように、簡潔で結構
ですので説明を入れていただけると分かりやすいです。
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８．公募スケジュールと個別相談

申請前の個別相談

※申請不受理となる場合について
 申請資格要件、申請書類の不備が確認された場合、

 申請不受理となる場合がありますのでご注意ください。

公募のスケジュール

JANPIA 職員が、事業設計等の相談に個別にお答えします。
「事業設計図補足資料」を作成し、事業計画を整理していただいたうえで、
個別相談にお申込みいただくことを推奨しています。

個別相談申込受付期間：7月4日（金）～8月29日（金）
（最終実施日は9月3日（水））

公募要領 19ページ

https://www.kyuplat.com/fdo-koubo/2025-support/consult/
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（参考）事業設計図補足資料
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９．選定基準

選定基準 ガバナンス・コンプライアンスの体制等の確認等

公募要領 23ページ～

ガバナンス・コンプライアンス
活動支援プログラムを公正かつ適確に遂行できるガバナンス・コ

ンプライアンス体制等を備えているか

事業の妥当性

支援対象団体が抱える課題について、問題構造の把握が十

分に行われているか、また、課題解決と担い手育成に対して事

業計画（課題の設定、目的、事業内容）が妥当であるか

実行可能性

支援分野の専門性、伴走支援等の非資金的支援の実績を

有しているか、適切な支援実施のための組織課題等の見立て

や支援内容組み立ての能力があるか、業務実施体制や計画、

予算が適切か

継続性

活動支援プログラムが、支援対象団体に提供する非資金的

支援による効果や仕組みが助成期間終了後も継続することを

考慮したものになっているか

事業の公正性

支援対象団体の選定や活動支援プログラムの実施プロセスが

公正か、支援対象団体が置かれた状況（組織規模や活動

地域、活動分野等）に寄り添って適切に支援を実施できるか

先駆性（革新性） 社会の新しい価値の創造、仕組みづくりに寄与するか

波及効果

活動支援プログラムの成果や得られた学びが、支援対象団体

にのみ還元されるのではなく、組織や地域、分野を超えて社会

に還元され、社会課題の解決につながることが期待できるか

連携と対話
多様な関係者との協働、事業の準備段階から終了後までの

体系的な対話が想定されているか
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